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　実質公債費比率については低下傾向であったが、町内の開発に伴う校舎の増築工事、待機児童対策のための施設整備や耐震事業などの町債の償還が始まることから、今後は上昇していく見込
みである。
　将来負担比率については、町債残高や公債費繰出が多いものの、基準財政需要額に算入されるものが多いこと、また、都市計画税を課税していることや、基金残高が比較的多いことなどから、将
来負担額に対する財源が多く、類似団体内平均値に比して低い数値となっている。
　今後の公債費の増加に対しては、利率の状況を勘案し、基金の取崩しと起債の抑制のバランスを見極めつつ、公債費負担の軽減に努める。
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有形固定資産減価償却率 49.8 51.2 51.8
当該団体値

将来負担比率

　将来負担比率については、町債残高や公債費繰出が多いものの、基準財政需要額に算入されるものが多いこと、また、都市計画税を課税していることや、基金残高が比較的多いことなどから、将
来負担額に対する財源が多く、類似団体内平均値に比して低い数値となっている。
　有形固定資産減価償却率については、平成29年度に第四小学校校舎増築等事業を行ったこと等から類似団体内平均値に比して低くなっている。
　今後、公共施設の長寿命化や庁舎の建替事業などにより類似団体内平均値と比較して有形固定資産減価償却率が低い状況が続く見込みであるが、それに伴い町債残高の増加、基金の取り崩し
などにより将来負担比率の上昇が見込まれる。

H29 H30 R01 R02 R03

H29
H30

R01

R02

R03
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0
57.057.558.058.559.059.560.060.561.061.562.0

将
来
負
担
比
率

有形固定資産減価償却率

H29
H30

R01

R02

R03
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0
6.16.26.36.46.56.66.76.86.9

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率

- - - - -

- - - - -

（12）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 大阪府島本町令和3年度
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※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 令和4年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体毎の決算に基づく健全化判断比率等を算出していない団体については、債務償還比率、実質公債費率、将来負担比率のグラフを表記しない。

※ 類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ 51.9％ ]

類似団体内順位
17/96

全国平均
59.7

大阪府平均
64.1

有形固定資産減価償却率の分析欄

令和３年度においては類似団体内平均値と大きな差はない。

今後、公共施設の長寿命化や庁舎の建替事業などにより類似団

体内平均値と比較して有形固定資産減価償却率が低い状況が続

く見込みである。

施設整備については多額の費用を要するため、基金の取り崩し

と起債の抑制のバランスを見極めつつ、公債費負担の軽減に努め

ながら整備を進める。
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（参考）債務償還比率

債務償還比率 [ 314.7％ ]

類似団体内順位
24/99

全国平均
476.3

大阪府平均
406.8

債務償還比率の分析欄

令和３年度については、普通交付税の増加等により、債務償還

比率の分母が大きくなり、比率が下落した。

今後、公共施設の長寿命化や庁舎の建替事業などにより債務償

還比率が高くなる見込みである。

施設整備については多額の費用を要するため、基金の取り崩し

と起債の抑制のバランスを見極めつつ、公債費負担の軽減に努め

ながら整備を進める。
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